
全国版国勢調査ダッシュボードの公開

神戸市



本日お伝えしたいこと

〇全国版国勢調査ダッシュボードを公開することした経緯

～神戸市のEBPM「神戸データラウンジ（庁内用）」の取組～

〇「神戸データラボ（神戸市HP）」でのデータによる

わかり易い情報発信

～全国版国勢調査ダッシュボードの公開～



神戸市では、EBPMを推進するため、
行政データの利活用を進めています。

EBPM：Evidence-Based Policy Making
エビデンスに基づく政策立案



• 「官⺠データ活⽤推進基本法」

→地⽅公共団体における官⺠データ活⽤推進計画の策定や策定努⼒が義務化されるなど、社会課題の解決を担う地⽅公共団体において、

データ活⽤の取組・対応を進めることを求めている。

• 「地⽅公共団体におけるデータ利活⽤ガイドブック」

→個⼈情報の保護にも配慮しつつ、地⽅公共団体が保有する多種多様なデータを部局・分野横断的に活⽤して効果的な政策⽴案や住⺠

サービスの向上等に取り組むことを求めている。

→ICT担当部署のみならず、子育て・介護・環境・防災・都市計画等様々な分野の担当職員を読者として想定し、データ活⽤にあたっての手順を

わかりやすく整理されたガイドブックを策定した。

• 「地⽅公共団体におけるデータ利活⽤ガイドブックver.2.0」

→地⽅公共団体が保有するデータの多くは、既存の行政サービスのために入手したもので、他の目的に利⽤することを通常想定していないが、

保有データを有効活⽤することで、行政サービスの生産性の大幅な向上や、住⺠サービスの質の向上（例えば、住⺠ひとりひとりに合った情報

や行政サービスの提供など）、データや証憑などに基づく政策立案・評価（EBPM）などを進めることが可能と記載

また、「官⺠データ活⽤推進基本法」を踏まえ、これからの行政経営において、データの有効活⽤への取組は必要不可欠と記載

→基幹系システムから抽象加工したデータをサーバに蓄積し、蓄積した行政データをBIツールなどにより可視化し、職員間で共有し、

政策形成などに活⽤する姫路市や西宮市の取組が、地⽅自治体の行政データの利活⽤の先進事例として紹介されている。

〇2016年12⽉：「官⺠データ活⽤推進基本法」成⽴・施行
〇2018年 6⽉：「地⽅公共団体におけるデータ利活⽤ガイドブック」策定
〇2019年 5⽉：「地⽅公共団体におけるデータ利活⽤ガイドブックver.2.0」公表

4

国の行政データ利活⽤についての⽅針など



〇全職員が可視化されたデータにアクセスできるポータルサイト「神戸データラウンジ」を
令和４年６⽉にオープン

〇現在、約90種類ものダッシュボードを実装

神戸データラウンジ
トップページ

各種ダッシュボード

神戸データラウンジ



①各基幹系システムから行政データを抽出・抽象加工・蓄積
②抽象加工後のデータを統計加工し、可視化（ダッシュボード等）
③可視化されたデータ（統計加工データ）を神戸市職員向けサイト「神戸データラウンジ」にて共有
④各職員が可視化されたデータを分析し、政策立案に活用

行政機関専用の閉域網である
LGWAN上で構築しており、
高いセキュリティを備えている

庁内データ連携基盤

元のデータに触れることなく、
ダッシュボードで統計情報のみ
を安全に閲覧する仕組み

共有するダッシュボードの内容
についても有識者会議で意見を
聞きながら慎重に対応

①

②

③④

神戸データラウンジの全体像 ~安全な運⽤~



社会動態のダッシュボード

移動の年代を
選択し分析

小学校区を
選択し分析

移動の相手先を
選択し分析

データに不慣れな職員でも
見たい切り口ですぐに分析が可能

当該小学校区は、
兵庫県内からの
子育て世帯の
転入が多い

20～24歳の就職の年代は
西日本からの転入と
東京圏への転出が多い

東京圏には
就職時の転出が
圧倒的に多い

ダッシュボードを使った分析事例



〇BIツールによる直感的な分析と共有

〇基幹系システムとの連携によるデータの整備

データの入手・整備 データの整備・分析 資料作成
政策
議論

データ
入手

データ
整備・分析

資料
作成

政策議論

データの入手
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基幹系システム
から自動連携

BIツールによる
直感的な操作による分析

BIツールで作成した資料を
そのままブラウザ上で共有

データ分析の高速化で、
より長い時間を政策議論に使える

これまで

今後

神戸データラウンジが実現するデータ分析の高速化



【過去の表彰式の様子】

Data StaRt Award ～第７回「地⽅公共団体における統計データ利活⽤表彰」～

総務大臣賞を受賞!!



神戸市は、データによるわかり易い
情報発信の取組も進めています。



神戸データラウンジ（庁内用）で、
既に共有しているダッシュボードを
一部公開！

神戸データラボ（神戸市HP）



オープンデータは

神戸市HP

「神戸データラボ」は、神戸市HPから直接アクセス



〇令和２年国勢調査のオープンデータが公開されたことから、庁内で

政策検討に活用するためダッシュボードを作成。以下の目的から全国版を公開

目的①：神戸市⺠や神戸市に関わる⽅々に御活⽤いただき、神戸市政をより良くすること。

• 神戸市の政策議論を行う上で、他自治体のデータも可視化することは有⽤。例えば、他自治体の状況と神

戸市を比較した課題分析や、メディアに取り上げられた地域について、年齢構成や住⺠の従業地・就業地

など、その地域の背景を分析する場面はよくある。

目的②：神戸市以外の自治体や政府関係者も含めて、様々な⽅に御活⽤いただき、

全国のオープンデータ・EBPMの取組を進めること。

• 地⽅自治体は、官⺠データ活⽤推進基本法により、オープンデータに取り組むことが義務付けられており、

神戸市も、オープンデータの取組に関わる一主体として、オープンデータの可視化・活⽤⽅法を提案すること

が求められている。

• 有⽤性の高い情報を、わかり易く誰もが分析しやすい形で共有することは、社会的に意義のあること。

令和2年国勢調査ダッシュボード（全国版）の公開



〇行政職員が政策立案時に用いる参考資料として

〇個人・事業者を問わず事業促進のため

〇報道関係者の取材資料として

今回公開するダッシュボードを御活用いただくことが狙いです。

令和2年国勢調査ダッシュボード（全国版）の公開



〇今回公表するダッシュボードは大きく分けて下記の２種類
・令和２年国勢調査（全国版）のダッシュボード
・通勤通学地分析

〇そのうち、令和２年国勢調査（全国版）のダッシュボードについ
ては、町丁目単位までわかる詳細版と市町村単位でわかる簡易版の
２種類を公表

今回公開するダッシュボード



令和2年国勢調査ダッシュボード（全国、小地域版（詳細版））

市町村(※)の中で小地域（概ね町丁目単位）
の選択が可能（複数選択可）
※東京特別区及び政令市は区単位

【地域選択を行う地図】１人口ピラミッド

２世帯人員別世帯数 ３住宅所有関係別
世帯数

４住宅の建て方別
世帯数



千葉県流山市
「流山セントラルパーク駅」から
半径1kmを選択

分析事例：流山市



令和2年国勢調査ダッシュボード（全国、市区町村版）

都道府県の中で、市町村(※)の選択が
可能（複数選択可）

※東京特別区及び政令市は区単位

神戸市（政令市）全体を調べるときは、
区を複数選択

【地域選択を行う地図】１人口ピラミッド

２世帯人員別世帯数 ３住宅所有関係別
世帯数

４住宅の建て方別
世帯数



神戸市を選択

令和2年国勢調査通勤通学分析ダッシュボード（全国版）

流入出の相手先として、以下から選択
が可能
・都道府県
・市町村
・市区町村（政令市除く）
※東京特別区部は、市と同じ扱い
※「市区町村（政令市除く）」は、東京特
別区及び政令市を区別に扱う。

男女別、通勤通学別、
表示件数が選択可

リストから地域選択も可能

地図上の点から
分析地域を選択

流出入合計
のランキング

流入数
流出数
流入超過数



通勤分析 通学分析

通勤と通学をそれぞれで分析すると傾向が違うことが分かる

分析事例：京都市



エリアの選択⽅法

選択可能なエリアを
全て含む最大表示

どこを表示しているか分からな
くなったらこれ！！

地図の縮小

地名を入力すると
そのエリアを検索し表示

地図の拡大

概ねカーソルでな
ぞったところを選択

地図をドラッグで移動
マウスホイールで拡大縮小
地図を動かす場合はこれ！！

選択した
エリアを
拡大表示

□で囲んだエリアを
全選択

〇で囲んだエリアを
全選択

・基本は、地図上でカーソルを合わせ、マウスの左クリックで選択
・複数選択可能な地図は、「CTRL」を押しながら左クリックすると複数選択可
・複数選択した一部を、再度「CTRL」を押しながら左クリックすると選択解除



ダッシュボードの活⽤事例

神戸市HPの画面

③簡単！便利！パワポ
がすぐできる！

➀ダウンロードボ
タンをクリック

②「PowerPoint」を選択
※そのほか「クロス集計データ」,
「Tableauワークブック」等も
ダウンロード可能



第２弾として公表予定のダッシュボード

〇今後、公表予定としているダッシュボードは下記の通り
・令和２年国勢調査（全国版、産業分類編）
・平成27年と令和２年の国勢調査データを使った人口移動分析


